
資料２－１ 

子ども安心ネットワーク協議会（要保護児童対策地域協議会） 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

佐世保市では、子ども安心ネットワーク協議会として、以下の代表者会議（委員会）・実務

者会議（検討会、進行管理会議）・個別ケース検討会議の３層構造となっています。 

 

  

 

民生委員 

児童委員、 

       保育所、幼稚園、 

小学校、中学校、高校、 

警察、法務局、検察庁、 

 学識経験者、人権擁護委員、 

弁護士、児童養護施設、歯科医師、 

医師（小児科、産婦人科、精神科）、 

こども・女性・障害者支援センター、 

市(教育委員会・市民生活部・保健福祉部・子ども未来部 

 

主任民生委員児童委員、保育所、幼稚園、小学校、中学校、 

高校、弁護士、法務局、医師（小児科、産婦人科、精神科）、 

歯科医師、人権擁護委員会、学識経験者、児童養護施設、里親会、 

相談支援事業所、青少年教育センター、こども・女性・障害者支援センター、 

市（学校教育課、人権男女共同参画課、障がい福祉課、生活福祉課） 

 

警察署（佐世保、早岐、相浦、江迎、新上五島）、 

こども・女性・障害者支援センター、市（学校教育課、子ども保健課） 

 

支援対象者自身（可能な場合）、ケースに関わる直接の関係者 

例：民生委員児童委員、保育所職員、学校教職員、担当医師、 

こども・女性・障害者支援センター、市担当者など 

                       

 

○要保護児童若しくは要支援児童及びその保護者又は、特定妊婦に関する情報、その他要保

護児童の適切な保護、要支援児童若しくは特定妊婦への適切な支援を図るために必要な情

報の交換を行うとともに、支援対象児童等に対する支援の内容に関する協議を行うため、

児童福祉法第２５条の２に基づき設置される協議会。 

○要対協における支援対象児童等に関する情報は、適切な保護又は支援を図るためのもので

あり、要対協において知り得た情報については秘密を漏らしてはならない。守秘義務が課

せられる。（同法第 25条の５） 

※同法第 25条の５に違反した者に対し、罰則の規定がある。（同法第６１条の３） 

 

 

要保護児童対策地域協議会とは 

【実務者会議】（進行管理会議）

年４回 

定期的に要保護児童の進行管理会議を実施す

る。又、警察との連携強化のため児童虐待事

案の全件情報共有を行う。 

 

【個別ケース検討会議】随時 

個々の要保護児童について、直接関わりのある関係

機関の担当者同士が具体的な援助の方法を検討し、

各関係者の役割を明確にしつつ連携を行い、具体的

な援助につなげる。 

 

 

 

【代表者会議】（委員会）年２回 

児童虐待・いじめ・不登校・非行など、子ど

もの諸問題について情報交換を行い、あるい

は、検討会からの報告を基に、関係機関が協

力しやすい体制等システム全体の検討を行

う。 

※市民への意識啓発、地域での支援体制の整

備なども積極的に検討する。 

【実務者会議】（検討会） 

年４回 

個別の困難事例について、対応策の検討を

行い、関係機関の相互認識を高め、対応技

術の向上・地域でのサポート等を図る。 

 


